
貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日） （単位：円）

科 目 金 額

資産の部

Ò流動資産

現金及び預金 1¶916¶399¶942

貸付金 4¶799¶486¶926

貸倒引当金 � 7¶211¶022
EEEEEE

4¶792¶275¶904

未収金 73¶260¶266

前払費用 2¶875¶350

未収収益 9¶431¶026
EEEEEE

流動資産合計 6¶794¶242¶488

Ó固定資産

１有形固定資産

建物 327¶654¶985

建物減価償却累計額 � 61¶036¶394
EEEEEE

266¶618¶591

構築物 63¶346¶282

構築物減価償却累計額 � 1¶466¶900
EEEEEE

61¶879¶382

車両運搬具 18¶679¶310

車両運搬具減価償却累計額 � 16¶718¶736
EEEEEE

1¶960¶574

工具器具備品 112¶846¶874

工具器具備品減価償却累計額 � 36¶883¶958
EEEEEE

75¶962¶916
EEEEEE

有形固定資産合計 406¶421¶463

２無形固定資産

ソフトウェア 9¶147¶578

電話加入権 182¶000
EEEEEE

無形固定資産合計 9¶329¶578

３投資その他の資産

破産更生債権等

破産更生債権等 98¶271¶715

貸倒引当金 � 70¶811¶093
EEEEEE

27¶460¶622

平
成

™
›
年

˜
˜
月

š
—
日
金
曜
日

(
号
外
第

™
œ
 
号
)

官
報

平成２４年（再イ）第６号
岩手県北上市北鬼柳５地割74番地12

再生債務者 高橋 剛
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日 盛岡地方裁判所花巻支部
平成２４年（再イ）第１２号
栃木県那須郡那珂川町大山田上郷815番地
再生債務者 鈴木 久夫
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日

宇都宮地方裁判所大田原支部
平成２４年（再イ）第２４号
川崎市宮前区犬蔵２丁目４番25`401号 ド
メインたまプラーザ
再生債務者 増山 一也
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日

横浜地方裁判所川崎支部破産係
平成２４年（再イ）第１８号
富山市三室荒屋444番地25

再生債務者 高尾 拓也
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日 富山地方裁判所
平成２４年（再イ）第２５号
三重県亀山市和田町1193番地48

再生債務者 舘 浩太郎
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日 津地方裁判所再生係

平成２４年（再イ）第２４号
三重県桑名市大字上野44番地22

再生債務者 酒井 美幸
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日 津地方裁判所四日市支部
平成２４年（再イ）第１８号
熊本市中央区琴平１丁目２番24号
再生債務者 田中 理奈
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月15日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月16日

熊本地方裁判所民事第１部破産再生係

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部公
告第 19号
さいたま都市計画武蔵浦和駅第１街区第一種市
街地再開発事業に係る都市再開発法（昭和44年法
律第38号）第２条第６号に定める施設建築物Ｂ１
棟及びＢ３`２棟について建築工事が完了したの
で、同法第100条の規定に基づき、下記のとおり
公告する。
平成 24年 11月 30日

独立行政法人都市再生機構
東日本都市再生本部
本部長 石渡 廣一

記
１ 第一種市街地再開発事業の名称
さいたま都市計画武蔵浦和駅第１街区第一種
市街地再開発事業
２ 施行者の名称
独立行政法人都市再生機構

３ 事務所の所在地
埼玉県さいたま市南区別所七丁目15番30号

４ 施行地区に含まれる地域の名称
埼玉県さいたま市南区別所七丁目の一部

５ 施設建築物の建築工事の完了した日
平成24年11月30日

独立行政法人北方領土問題対策協会平成23事業年度財務諸表に
関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第4項の規定に基づき、独立行政法人北方領土
問題対策協会平成23事業年度財務諸表（平成23年４月１日～平成24年３月31日）について次のとおり
公告します。
平成 24年 11月 30日 東京都台東区北上野１丁目９番12号

独立行政法人北方領土問題対策協会
理事長 荒川 研
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